
データヘルス計画
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最終更新日：平成 30 年 10 月 16 日最終更新日：平成 30 年 10 月 16 日
花王健康保険組合花王健康保険組合



職場環境の整備職場環境の整備
- - - - - -

予
算
措
置
な
し

1 既
存

健康経営の取
組み 全て 男女

0
〜
74

被保険
者,被扶

養者 ３ イ,ウ,カ,キ
,ク,シ,ス - ア,イ,キ,ス -

①定期的なトップからの
健康ﾒｯｾｰｼﾞ発信
②社内技術を活用した健
康推進（社員と家族の健
康prj活動）
③健保と事業主の連携強
化のため月次情報共有・
交換・審議の場を設定
④人財育成及び課題発掘
の機会として医療専門Sお
よび実務Sによる白書勉強
会・検討会を開催
⑤月次・年次安全衛生・
厚生委員会等で健康情報
を社員へ周知
⑥職場環境改善の一環と
生産性問診調査を実施

①定期的なトップからの
健康ﾒｯｾｰｼﾞ発信
②社内技術を活用した健
康推進（社員と家族の健
康prj活動）
③健保と事業主の連携強
化のため月次情報共有・
交換・審議の場を設定
④人財育成及び課題発掘
の機会として医療専門Sお
よび実務Sによる白書勉強
会・検討会を開催
⑤月次・年次安全衛生・
厚生委員会等で健康情報
を社員へ周知
⑥職場環境改善の一環と
生産性問診調査を実施

①定期的なトップからの
健康ﾒｯｾｰｼﾞ発信
②社内技術を活用した健
康推進
③健保と事業主の連携強
化のため月次情報共有・
交換・審議の場を設定
④人財育成及び課題発掘
の機会として医療専門Sお
よび実務Sによる白書勉強
会・検討会を開催
⑤月次・年次安全衛生・
厚生委員会等で健康情報
を社員へ周知
⑥職場環境改善の一環と
生産性問診調査を実施

①定期的なトップからの
健康ﾒｯｾｰｼﾞ発信
②社内技術を活用した健
康推進
③健保と事業主の連携強
化のため月次情報共有・
交換・審議の場を設定
④人財育成及び課題発掘
の機会として医療専門Sお
よび実務Sによる白書勉強
会・検討会を開催
⑤月次・年次安全衛生・
厚生委員会等で健康情報
を社員へ周知
⑥職場環境改善の一環と
生産性問診調査を実施

①定期的なトップからの
健康ﾒｯｾｰｼﾞ発信
②社内技術を活用した健
康推進
③健保と事業主の連携強
化のため月次情報共有・
交換・審議の場を設定
④人財育成及び課題発掘
の機会として医療専門Sお
よび実務Sによる白書勉強
会・検討会を開催
⑤月次・年次安全衛生・
厚生委員会等で健康情報
を社員へ周知
⑥職場環境改善の一環と
生産性問診調査を実施

①定期的なトップからの
健康ﾒｯｾｰｼﾞ発信
②社内技術を活用した健
康推進
③健保と事業主の連携強
化のため月次情報共有・
交換・審議の場を設定
④人財育成及び課題発掘
の機会として医療専門Sお
よび実務Sによる白書勉強
会・検討会を開催
⑤月次・年次安全衛生・
厚生委員会等で健康情報
を社員へ周知
⑥職場環境改善の一環と
生産性問診調査を実施

<目的>
健康経営の推進および社員と家族の健康維
持・増進
<概要>
・事業主との健康課題・推進計画の共有と
施策検討
・コラボへルス健康事業による健診・レセ
プトデータ分析検証
社員と家族の健康維持増進をめざして、ア
ウトプットはット指標は会議・検討会の計
画に基づく実施率。アウトカム指標は職場
活性化率。

・平成20年より花王G健康宣言を発
信し、社員にむけた健康活動を展
開しているが、更なる社員と家族
の健康維持増進を目指し、中長期
的な健康経営のあり方について明
文化を行う

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

2 既
存

健康情報提供
（ICT） 全て 男女

18
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ エ,シ - ケ -

①ＩＣＴ（web）を活用
し経年推移や健康情報等
の健康教育ツール
・健診結果の推移と同年
齢平均との比較
・生活習慣病疾患リスク
・食事（スマート和食啓
発）や運動指導
・健康コラム
②全社健康イベントの共
有ツール

①ＩＣＴ（web）を活用
し経年推移や健康情報等
の健康教育ツール
・健診結果の推移と同年
齢平均との比較
・生活習慣病疾患リスク
・食事（スマート和食啓
発）や運動指導
・健康コラム
②全社健康イベントの共
有ツール

①ＩＣＴ（web）を活用
し経年推移や健康情報等
の健康教育ツール
・健診結果の推移と同年
齢平均との比較
・生活習慣病疾患リスク
・食事（スマート和食啓
発）や運動指導
・健康コラム
②全社健康イベントの共
有ツール

①ＩＣＴ（web）を活用
し経年推移や健康情報等
の健康教育ツール
・健診結果の推移と同年
齢平均との比較
・生活習慣病疾患リスク
・食事（スマート和食啓
発）や運動指導
・健康コラム
②全社健康イベントの共
有ツール

①ＩＣＴ（web）を活用
し経年推移や健康情報等
の健康教育ツール
・健診結果の推移と同年
齢平均との比較
・生活習慣病疾患リスク
・食事（スマート和食啓
発）や運動指導
・健康コラム
②全社健康イベントの共
有ツール

①ＩＣＴ（web）を活用
し経年推移や健康情報等
の健康教育ツール
・健診結果の推移と同年
齢平均との比較
・生活習慣病疾患リスク
・食事（スマート和食啓
発）や運動指導
・健康コラム
②全社健康イベントの共
有ツール③全社健康イベ
ントの共有ツール

<目的>
加入者へわかりやすい情報提供および教育
<概要>
・ＩＣＴを活用した付加価値の高い健康情
報の提供
・冊子を活用した健康結果の情報提供と健
康への啓発（教育）
・健康イベント等の活動ツール
自身の健康状態を把握し、健康活動への活
用につなげるため、アウトプット指標はＷ
ＥＢサイトのログイン率、アウトカム指標
は生活習慣改善に向け行動する社員の割合
。

・健診結果から自ら健康目標を立
て改善する人は、健康に関心の高
い人や継続的web利用者に限られ
つつある。だれもが主体となり行
動実行できるよう情報・機会提供
の強化が必要

- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

5 既
存

健康情報提供
（広報誌） 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ キ,シ,ス - ア,ス -

①年2回広報誌による社員
・家族へ情報提供
②ホームページにて最新
情報の提供
③退職前の健康教育およ
び任継者へ健康情報

①広報誌の発行年2回によ
る社員への情報発信②ホ
ームページの運営　
③退職後の健康管理に関
する情報提供

①広報誌の発行年2回によ
る社員への情報発信②ホ
ームページの運営　
③退職後の健康管理に関
する情報提供

①広報誌の発行年2回によ
る社員への情報発信②ホ
ームページの運営　
③退職後の健康管理に関
する情報提供

①広報誌の発行年2回によ
る社員への情報発信②ホ
ームページの運営　
③退職後の健康管理に関
する情報提供

①広報誌の発行年2回によ
る社員への情報発信②ホ
ームページの運営　
③退職後の健康管理に関
する情報提供

<目的>
健康・健保情報の発信、健康への意識の向
上
<概要>
機関誌の発行（年2回）
健保情報の発信のため、アウトプット指標
は発行回数。アウトカム指標は満足度調査
の実施。

・健診結果から自ら健康目標を立
て改善する人は、健康に関心の高
い人や継続的web利用者に限られ
つつある。だれもが主体となり行
動実行できるよう情報・機会提供
の強化が必要

- - - - - -

3,5,6 既
存

メンタルヘル
ス管理者研修
（1）

全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ク,ケ,シ - ア,イ,ウ,キ

,コ,シ -
・新任管理者のためのメ
ンタルヘルス研修
（ベーシック・アドバン
スコースの実施）

・新任管理者のためのメ
ンタルヘルス研修
（ベーシック・アドバン
スコースの実施）

・管理者のためのメンタ
ルヘルス研修
（ベーシック・アドバン
スコースの実施））

・新任管理者のためのメ
ンタルヘルス研修
（ベーシック・アドバン
スコースの実施）

・管理者のためのメンタ
ルヘルス研修
（ベーシック・アドバン
スコースの実施）

・管理者のためのメンタ
ルヘルス研修
（ベーシック・アドバン
スコースの実施）

<目的>
ワークエンゲイジメントの高い社員、活性
化職場の増加
<概要>
ストレスチェックを実施。事業主の管理職
向けセミナーの開催。
社員・職場のストレスを減少するために、
アウトプット指標はストレスチェック受診
率、アウトカム指標は高ストレス者率。

・メンタルによる休業者や傷病手
当金等の申請者は微増傾向にあり
、新任管理職には働き方改革への
理解と教育の強化が必要

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

1

実施計画については年度ごとに見直しを行うため、指標（アプトプット・アウトカム）ついては非表示にしています。



5 既
存

専門スタッフ
研修（2） 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ ス - ア,シ -

①新任専門スタッフ（保
健師等）への専門教育研
修（外部研修補助）
②既存専門スタッフ（保
健師・健康担当）への健
康教育（外部研修補助）

①新任専門スタッフ（保
健師等）への専門教育研
修（外部研修補助）
②既存専門スタッフ（保
健師・健康担当）への健
康教育（外部研修補助）

①新任専門スタッフ（保
健師等）への専門教育研
修（外部研修補助）
②既存専門スタッフ（保
健師・健康担当）への健
康教育（外部研修補助）

①新任専門スタッフ（保
健師等）への専門教育研
修（外部研修補助）
②既存専門スタッフ（保
健師・健康担当）への健
康教育（外部研修補助）

①新任専門スタッフ（保
健師等）への専門教育研
修（外部研修補助）
②既存専門スタッフ（保
健師・健康担当）への健
康教育（外部研修補助）

①新任専門スタッフ（保
健師等）への専門教育研
修（外部研修補助）
②既存専門スタッフ（保
健師・健康担当）への健
康教育（外部研修補助）

<目的>
新任者を中心とした保健指導の実施人員の
教育
<概要>
被保険者（社員）の指導は事業主に委託す
るため、新規担当は研修参加。
保健指導実施人員の教育が目的であるため
、アウトプット指標は新規担当の受講率、
アウトカム指標は保健指導実施率。

・被保険者について平成29年度の
健診結果では、男性の肥満、ﾒﾀﾎﾞﾘ
ｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当率は微減、女性の
肥満、ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当率は微
増。男女および年代による生活習
慣ｱﾌﾟﾛｰﾁをｺﾝﾄﾛｰﾙする必要がある
。

- - - - - -

予
算
措
置
な
し

2 新
規

女性の健康サ
ポート 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ２ イ,ウ,エ,オ

,キ,ク,シ - ア,イ,コ -

①ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた女性
健康情報ｻﾎﾟｰﾄ支援
②産業医による個別相談
窓口の開設
③がん検診受診の啓発と
復職支援
④その他教育啓発

①ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた女性
健康情報ｻﾎﾟｰﾄ支援
②産業医による個別相談
窓口の開設
③がん検診受診の啓発と
復職支援
④その他教育啓発

①ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた女性
健康情報ｻﾎﾟｰﾄ支援
②産業医による個別相談
窓口の開設
③がん検診受診の啓発と
復職支援
④その他教育啓発

①ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた女性
健康情報ｻﾎﾟｰﾄ支援
②産業医による個別相談
窓口の開設
③がん検診受診の啓発と
復職支援
④その他教育啓発

①ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた女性
健康情報ｻﾎﾟｰﾄ支援
②産業医による個別相談
窓口の開設
③がん検診受診の啓発と
復職支援
④その他教育啓発

①ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた女性
健康情報ｻﾎﾟｰﾄ支援
②産業医による個別相談
窓口の開設
③がん検診受診の啓発と
復職支援
④その他教育啓発

<目的>
女性特有がんの早期発見・早期治療
<概要>
年代・ライフステージに応じた健康づくり
支援として情報発信や相談窓口の周知、が
ん検診の啓発
女性特有がんの早期発見のため、アウトプ
ット指標は子宮がん・乳がん検診受診率、
アウトカム指標は検診による発見率

・女性は乳がん、子宮がんの罹患
者数が高めに推移、ﾗｲﾌｽﾀｲﾙによる
身体の変化を自ら理解し、早期ケ
アに努める必要がある。また早期
発見治療により治療期間の減少に
つなげる

-

- - - - - -

6 新
規

働き方改革へ
の推進 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ２ ク,シ - ア,イ,コ -

事業主主体による働き方
改革の啓発
・ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ・在宅勤務導入
・長時間勤務者の健康面
談充実
・ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進への
更なる提言

事業主主体による働き方
改革の啓発
・ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ・在宅勤務導入
・長時間勤務者の健康面
談充実
・ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進への
更なる提言

事業主主体による働き方
改革の啓発
・ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ・在宅勤務導入
・長時間勤務者の健康面
談充実
・ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進への
更なる提言

事業主主体による働き方
改革の啓発
・ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ・在宅勤務導入
・長時間勤務者の健康面
談充実
・ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進への
更なる提言

事業主主体による働き方
改革の啓発
・ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ・在宅勤務導入
・長時間勤務者の健康面
談充実
・ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進への
更なる提言

事業主主体による働き方
改革の啓発
・ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ・在宅勤務導入
・長時間勤務者の健康面
談充実
・ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進への
更なる提言

<目的>
脳・心臓疾患、メンタル疾患の減少
<概要>
長時間労働者を対象に産業医と健康面談を
実施
アウトプット指標は休暇取得率、アウトカ
ム指標はメンタルによる長期休業者率。

・平成20年より花王G健康宣言を発
信し、社員にむけた健康活動を展
開しているが、更なる社員と家族
の健康維持増進を目指し、中長期
的な健康経営のあり方について明
文化を行う

個別の事業個別の事業
- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査
（被保険者） 全て 男女

35
〜
74

被保険
者 ２

ア,イ,エ,オ
,キ,ク,ケ,
シ

- ア,イ,エ,ケ
,コ -

①提携医療機関による法
定健診実施
②生活習慣病健診にあわ
せて併用健診
③健診結果より統計・分
析等を行う

①提携医療機関による法
定健診実施
②生活習慣病健診にあわ
せて併用健診
③健診結果より統計・分
析等を行う

①提携医療機関による法
定健診実施
②生活習慣病健診にあわ
せて併用健診
③健診結果より統計・分
析等を行う

①提携医療機関による法
定健診実施
②生活習慣病健診にあわ
せて併用健診
③健診結果より統計・分
析等を行う

①提携医療機関による法
定健診実施
②生活習慣病健診にあわ
せて併用健診
③健診結果より統計・分
析等を行う

①提携医療機関による法
定健診実施
②生活習慣病健診にあわ
せて併用健診
③健診結果より統計・分
析等を行う

<目的>
健康維持増進・早期発見
<概要>
外部事業者に健診事務を代行し、提携医療
機関または事業場内で集団検診にて受診。
健診受診率を上げて、生活習慣病の予防を
図るため、アウトプット指標は特定健診受
診率、アウトカム指標は生活習慣改善に向
け行動する社員の割合とする。

・被保険者について平成29年度の
健診結果では、男性の肥満、ﾒﾀﾎﾞﾘ
ｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当率は微減、女性の
肥満、ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当率は微
増。男女および年代による生活習
慣ｱﾌﾟﾛｰﾁをｺﾝﾄﾛｰﾙする必要がある
。

- - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健康診査
（被扶養者） 全て 男女

35
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ ア,イ,エ,キ
,ケ,シ - ア,イ,エ,キ

,サ -

①提携医療機関および受
診券による健診受診
・生活習慣健診と同時健
診案内
・未受診者への受診勧奨
・パート先での健診結果
入手

①提携医療機関および受
診券による健診受診
・生活習慣健診と同時健
診案内
・未受診者への受診勧奨
・パート先での健診結果
入手

①提携医療機関および受
診券による健診受診
・生活習慣健診と同時健
診案内
・未受診者への受診勧奨
・パート先での健診結果
入手

①提携医療機関および受
診券による健診受診
・生活習慣健診と同時健
診案内
・未受診者への受診勧奨
・パート先での健診結果
入手

①提携医療機関および受
診券による健診受診
・生活習慣健診と同時健
診案内
・未受診者への受診勧奨
・パート先での健診結果
入手

①提携医療機関および受
診券による健診受診
・生活習慣健診と同時健
診案内
・未受診者への受診勧奨
・パート先での健診結果
入手

<目的>
健康維持増進・早期発見
<概要>
外部事業者に健診事務を代行し、提携医療
機関または他健保との共同開催による集団
検診
健診受診率を上げて、生活習慣病の予防を
図るため、アウトプット指標は特定健診受
診率、アウトカム指標は連続健診上昇率。

・被扶養者について平成29年度3年
以上未受診約20％を占め、積極的
な受診勧奨が必要。また一人あた
り医療費は増加傾向にあり、2次検
査等の受診勧奨や生活習慣改善に
むけて積極的の特定保健指導が必
要。

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

2



特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
（被保険者） 全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ エ,オ,キ,ク

,ケ,シ - ア,イ,コ,サ
,シ -

①内製化および外部委託
化で対応
②受診対象者には人事責
任者名で参加勧奨案内を
行う。
③適宜進捗状況および完
了後に振返り検証を行う
（PDCA展開）

①内製化および外部委託
化で対応
②受診対象者には人事責
任者名で参加勧奨案内を
行う。
③適宜進捗状況および完
了後に振返り検証を行う
（PDCA展開）

①内製化および外部委託
化で対応
②受診対象者には人事責
任者名で参加勧奨案内を
行う。
③適宜進捗状況および完
了後に振返り検証を行う
（PDCA展開）

①内製化および外部委託
化で対応
②受診対象者には人事責
任者名で参加勧奨案内を
行う。
③適宜進捗状況および完
了後に振返り検証を行う
（PDCA展開）

①内製化および外部委託
化で対応
②受診対象者には人事責
任者名で参加勧奨案内を
行う。
③適宜進捗状況および完
了後に振返り検証を行う
（PDCA展開）

①内製化および外部委託
化で対応
②受診対象者には人事責
任者名で参加勧奨案内を
行う。
③適宜進捗状況および完
了後に振返り検証を行う
（PDCA展開）

<目的>
生活習慣病改善によるメタボリックおよび
予備群のリスク低減
<概要>
事業主が実施または外部委託生活習慣病予
防に向け保健指導対象者の減少を目指すた
め、アウトプット指標は特定保健指導実施
率、アウトカム指標は特定保健指導対象者
率。
生活習慣病予防に向け保健指導対象者の減
少を目指すため、アウトプット指標は特定
保健指導実施率、アウトカム指標は終了者
の改善率

・被保険者について平成29年度の
健診結果では、男性の肥満、ﾒﾀﾎﾞﾘ
ｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当率は微減、女性の
肥満、ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当率は微
増。男女および年代による生活習
慣ｱﾌﾟﾛｰﾁをｺﾝﾄﾛｰﾙする必要がある
。

- - - - - -

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
（被扶養者） 全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
１ エ,オ,キ,ク

,ケ,シ - ア,イ,オ,ケ
,コ,サ,シ -

①受診率向上のため複数
コースより選択できる仕
組みを導入（対面・ICT等
）
②対象者にはわかりやす
く、参加しやすくなるよ
うな表現を使用する
③完了後、翌年の健診に
て効果検証を行う（新規
・継続・脱出率など）

①受診率向上のため複数
コースより選択できる仕
組みを導入（対面・ICT等
）
②対象者にはわかりやす
く、参加しやすくなるよ
うな表現を使用する
③完了後、翌年の健診に
て効果検証を行う（新規
・継続・脱出率など）

①受診率向上のため複数
コースより選択できる仕
組みを導入（対面・ICT等
）
②対象者にはわかりやす
く、参加しやすくなるよ
うな表現を使用する
③完了後、翌年の健診に
て効果検証を行う（新規
・継続・脱出率など）

①受診率向上のため複数
コースより選択できる仕
組みを導入（対面・ICT等
）
②対象者にはわかりやす
く、参加しやすくなるよ
うな表現を使用する
③完了後、翌年の健診に
て効果検証を行う（新規
・継続・脱出率など）

①受診率向上のため複数
コースより選択できる仕
組みを導入（対面・ICT等
）
②対象者にはわかりやす
く、参加しやすくなるよ
うな表現を使用する
③完了後、翌年の健診に
て効果検証を行う（新規
・継続・脱出率など）

①受診率向上のため複数
コースより選択できる仕
組みを導入（対面・ICT等
）
②対象者にはわかりやす
く、参加しやすくなるよ
うな表現を使用する
③完了後、翌年の健診に
て効果検証を行う（新規
・継続・脱出率など）

<目的>
生活習慣病改善によるメタボリックおよび
予備群のリスク低減
<概要>
外部委託および案内等は健保と外部委託機
関と共同実施
生活習慣病予防に向け保健指導対象者の減
少を目指すため、アウトプット指標は特定
保健指導実施率、アウトカム指標は特定保
健指導対象者率。

・H29年度被保険者・被扶養者とも
特定保健指導率は前年より上昇傾
向にあるが、平均年齢が高まるこ
とによる対象者の増加や脱出率の
減少が懸念

- - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存

生活習慣病健
診（被保険者
）

全て 男女
35
〜
74

被保険
者 ３

ア,イ,ウ,エ
,オ,キ,ク,
ケ,シ

- ア,イ,ウ,エ
,ケ -

①働く環境や職種に応じ
た健診機関選定
・施設型健診・集団健診
・がん検診も同時実施
・安全衛生委員会等で進
捗・結果状況周知
・健診結果より分析・検
証

①働く環境および職種に
よる健診方法導入
・施設型健診・集団健診
・がん検診も同時実施
・安全衛生委員会等で進
捗・結果状況周知
・健診結果の分析・検証

①働く環境および職種に
よる健診方法導入
・施設型健診・集団健診
・がん検診も同時実施
・安全衛生委員会等で進
捗・結果状況周知
・健診結果の分析・検証

①働く環境および職種に
よる健診方法導入
・施設型健診・集団健診
・がん検診も同時実施
・安全衛生委員会等で進
捗・結果状況周知
・健診結果の分析・検証

①働く環境および職種に
よる健診方法導入
・施設型健診・集団健診
・がん検診も同時実施
・安全衛生委員会等で進
捗・結果状況周知
・健診結果の分析・検証

①働く環境および職種に
よる健診方法導入
・施設型健診・集団健診
・がん検診も同時実施
・安全衛生委員会等で進
捗・結果状況周知
・健診結果の分析・検証

<目的>
早期発見・早期治療
<概要>
35歳以上を対象として事業主と共同で実施
。
がん検診も同時実施。
健診受診率を上げて、生活習慣病やがんの
予防を図るため、アウトプット指標は健診
受診率、アウトカム指標は生活習慣改善に
向け行動する社員の割合とする。

・被保険者について平成29年度の
健診結果では、男性の肥満、ﾒﾀﾎﾞﾘ
ｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当率は微減、女性の
肥満、ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当率は微
増。男女および年代による生活習
慣ｱﾌﾟﾛｰﾁをｺﾝﾄﾛｰﾙする必要がある
。
・女性は乳がん、子宮がんの罹患
者数が高めに推移、ﾗｲﾌｽﾀｲﾙによる
身体の変化を自ら理解し、早期ケ
アに努める必要がある。また早期
発見治療により治療期間の減少に
つなげる

- - - - - -

3 既
存

生活習慣病健
診（被扶養者
）

全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者,任意
継続者

１ ア,ウ,エ,キ
,ケ,シ - ア,イ,エ,ケ

,コ -
①受診率向上のため5コー
スからの選択受診
・年数回受診勧奨を実施
・未受診者へのｱﾝｹｰﾄ調査
実施

①受診率向上のため5コー
スからの選択受診
・年数回受診勧奨を実施
・未受診者へのｱﾝｹｰﾄ調査
実施

①受診率向上のため5コー
スからの選択受診
・年数回受診勧奨を実施
・未受診者へのｱﾝｹｰﾄ調査
実施

①受診率向上のため5コー
スからの選択受診
・年数回受診勧奨を実施
・未受診者へのｱﾝｹｰﾄ調査
実施

①受診率向上のため5コー
スからの選択受診
・年数回受診勧奨を実施
・未受診者へのｱﾝｹｰﾄ調査
実施

①受診率向上のため5コー
スからの選択受診
・年数回受診勧奨を実施
・未受診者へのｱﾝｹｰﾄ調査
実施

<目的>
早期発見・早期治療
<概要>
35歳以上を対象として事業主と共同で実施
。
がん検診も同時実施。
全員の健康状態把握を目指すため、アウト
プット指標は健診受診率、アウトカム指標
は二次検査案内率とする。

・被扶養者について平成29年度3年
以上未受診約20％を占め、積極的
な受診勧奨が必要。また一人あた
り医療費は増加傾向にあり、2次検
査等の受診勧奨や生活習慣改善に
むけて積極的の特定保健指導が必
要。

- - - - - -

3,4 既
存

健診事後フォ
ロー 全て 男女

35
〜
74

被保険
者 ３ イ,オ,キ,ク

,ケ,シ - ア,イ,コ,ス -

①被保険者は事業主が主
体となり、受診勧奨およ
び2次検査指示を行なう
②被扶養者は健保が主体
となり、受診勧奨および2
時検査案内を行う

①被保険者は事業主が主
体となり、受診勧奨およ
び2次検査指示を行なう
②被扶養者は健保が主体
となり、受診勧奨および2
時検査案内を行う

①被保険者は事業主が主
体となり、受診勧奨およ
び2次検査指示を行なう
②被扶養者は健保が主体
となり、受診勧奨および2
時検査案内を行う

①被保険者は事業主が主
体となり、受診勧奨およ
び2次検査指示を行なう
②被扶養者は健保が主体
となり、受診勧奨および2
時検査案内を行う

①被保険者は事業主が主
体となり、受診勧奨およ
び2次検査指示を行なう
②被扶養者は健保が主体
となり、受診勧奨および2
時検査案内を行う

①被保険者は事業主が主
体となり、受診勧奨およ
び2次検査指示を行なう
②被扶養者は健保が主体
となり、受診勧奨および2
時検査案内を行う

<目的>
早期発見・早期治療
<概要>
健診後リスクが判明した方に積極的支援を
実施
リスク者減少を目指すため、アウトプット
指標は二次検査案内率（被保険者）、アウ
トカム指標は二次検査受診率（被保険者）
。

・被保険者の二次・再検査の受診
率は約9割を超え、その結果を社内
医療者が管理できている。被扶養
者においては再検査等の受診勧奨
案内のみとなっている。

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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-

- - - - - -

4 新
規

前期高齢者対
策 全て 男女

63
〜
74

被扶養
者 １ イ,オ,カ,ク - イ,ウ,エ,オ -

①前期高齢者の医療費の
低減を目指す
・年１回の健診受診を積
極的参加勧奨
・未受診者には生活問診
調査実施
・重症化（高血糖・高血
圧者）個別指導
・健康情報・医療費削減
にむけた情報提供
・データ分析によるPDCA
サイクル展開

①前期高齢者の医療費の
低減を目指す
・年１回の健診受診を積
極的参加勧奨
・未受診者には生活問診
調査実施
・重症化（高血糖・高血
圧者）個別指導
・健康情報・医療費削減
にむけた情報提供
・データ分析によるPDCA
サイクル展開

前年実績により事業内容
を再検討

前年実績により事業内容
を再検討

前年実績により事業内容
を再検討

前年実績により事業内容
を再検討

<目的>
前期高齢者の健康維持と医療費削減
<概要>
63歳以上を対象とし健康維持増進
前年度一人あたり医療費削減を目指すため
、アウトプット指標は計画実施率、アウト
カム指標は63歳からの健診受診率。

・65歳以上のシニア層について医
療費が増加にあり特に糖尿病・高
血圧・脂質異常者の割合が高く、
重症化にならない施策が必要

- - - - - -

3,4 既
存

歯科検診・勧
奨 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ア,ウ,エ,ク

,コ,シ - ア,イ,キ,ケ
,コ -

①集団健診による補助金
支給
②遠隔者むけの健診方法
検討
③厚労省基準に沿った結
果判定基準に統一
③年1回健診結果分析およ
び身体問診データとの突
合・保健事業へ展開

①集団健診による補助金
支給
②遠隔者むけの健診方法
検討
③厚労省基準に沿った結
果判定基準に統一
③年1回健診結果分析およ
び身体問診データとの突
合・保健事業へ展開

①集団健診による補助金
支給
②遠隔者むけの健診方法
検討
③厚労省基準に沿った結
果判定基準に統一
③年1回健診結果分析およ
び身体問診データとの突
合・保健事業へ展開

①集団健診による補助金
支給
②遠隔者むけの健診方法
検討
③厚労省基準に沿った結
果判定基準に統一
③年1回健診結果分析およ
び身体問診データとの突
合・保健事業へ展開

①集団健診による補助金
支給
②遠隔者むけの健診方法
検討
③厚労省基準に沿った結
果判定基準に統一
③年1回健診結果分析およ
び身体問診データとの突
合・保健事業へ展開

①集団健診による補助金
支給
②遠隔者むけの健診方法
検討
③厚労省基準に沿った結
果判定基準に統一
③年1回健診結果分析およ
び身体問診データとの突
合・保健事業へ展開

<目的>
歯科疾患の早期発見
<概要>
・事業場・支社にて契約医療機関による集
団検診の費用を補助、検診結果の分析。
・歯科疾患の早期発見を目的としているた
め、歯科アウトプット指標は歯科検診率、
アウトカム指標は判定結果からの統計・解
析

・平成29年度の歯科検診統計より
、特に40歳代後半から要検査や治
療指導の割合が高まるため、年代
にあった予防措置や教育が重要

- - - - -

5,8 既
存 喫煙対策 全て 男女

20
〜
74

被保険
者 ３ エ,キ,ク,ケ

,シ - ア,イ,オ,ケ -

①H30年より就業時間内禁
煙実施
②禁煙補助(禁煙/ICT遠隔
外来治療）
③各種ｷｬﾝﾍﾟｰﾝによる啓発
普及活動
④他健保との研究会活動

①H30年より就業時間内禁
煙実施
②禁煙補助(禁煙/ICT遠隔
外来治療）
③各種ｷｬﾝﾍﾟｰﾝによる啓発
普及活動
④他健保との研究会活動

①H30年より就業時間内禁
煙実施
②禁煙補助(禁煙/ICT遠隔
外来治療）
③各種ｷｬﾝﾍﾟｰﾝによる啓発
普及活動
④他健保との研究会活動

①H30年より就業時間内禁
煙実施
②禁煙補助(禁煙/ICT遠隔
外来治療）
③各種ｷｬﾝﾍﾟｰﾝによる啓発
普及活動
④他健保との研究会活動

①H30年より就業時間内禁
煙実施
②禁煙補助(禁煙/ICT遠隔
外来治療）
③各種ｷｬﾝﾍﾟｰﾝによる啓発
普及活動
④他健保との研究会活動

①H30年より就業時間内禁
煙実施
②禁煙補助(禁煙/ICT遠隔
外来治療）
③各種ｷｬﾝﾍﾟｰﾝによる啓発
普及活動
④他健保との研究会活動

<目的>
社員の健康支援、社会から信頼される企業
<概要>
喫煙所の縮小化、禁煙を目的としたイベン
ト開催、禁煙治療の費用サポート
男女とも全国平均より高い喫煙率を下げる
ために、アウトプット指標は禁煙マラソン
達成率、アウトカム喫煙率。

・平成29年度の喫煙率男女とも前
年より減少、平成30年1月より就業
時間内禁煙開始により更なる減少
を目指す

-
- - - - - -

3 既
存

感染症予防対
策 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ エ,ケ - ア,イ,サ -

①インフルエンザ予防接
種実施・補助
②予防にむけたの情報発
信（ｲﾝﾄﾗ・冊子等）

①インフルエンザ予防接
種実施・補助
②予防にむけたの情報発
信（ｲﾝﾄﾗ・冊子等）

①インフルエンザ予防接
種実施・補助
②予防にむけたの情報発
信（ｲﾝﾄﾗ・冊子等）

①インフルエンザ予防接
種実施・補助
②予防にむけたの情報発
信（ｲﾝﾄﾗ・冊子等）

①インフルエンザ予防接
種実施・補助
②予防にむけたの情報発
信（ｲﾝﾄﾗ・冊子等）

①インフルエンザ予防接
種実施・補助
②予防にむけたの情報発
信（ｲﾝﾄﾗ・冊子等）

<目的>
休業者および医療費抑制
<概要>
予防接種を受けた方に費用補助、予防に有
効な情報発信
罹患率等の検証
感染症から家族、職場の健康を守るため、
アウトプット指標は予防接種率、アウトカ
ム指標は罹患率とする。

・平成29年度のｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの罹患率
は、予防接種をしない方に多く予
防接種の有効性があったが、予防
接種をしなくても感染症予防の衛
生教育などを強化することで休業
による労働生産性の低下を防ぐ必
要がある

- - - - - -

2,5,7 既
存

後発医薬品の
使用促進∕差
額通知

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ キ,ケ,ス - ケ -

①ｼﾞｪﾈﾘｯｸへの使用促進
・差額通知の発送
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸシールの保険証
への貼付
・ｾﾙﾌﾒﾃﾞｨｹｰｼｮﾝや法改正
情報発信

①ｼﾞｪﾈﾘｯｸへの使用促進
・差額通知の発送
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸシールの保険証
への貼付
・ｾﾙﾌﾒﾃﾞｨｹｰｼｮﾝや法改正
情報発信

①ｼﾞｪﾈﾘｯｸへの使用促進
・差額通知の発送
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸシールの保険証
への貼付
・ｾﾙﾌﾒﾃﾞｨｹｰｼｮﾝや法改正
情報発信

①ｼﾞｪﾈﾘｯｸへの使用促進
・差額通知の発送
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸシールの保険証
への貼付
・ｾﾙﾌﾒﾃﾞｨｹｰｼｮﾝや法改正
情報発信

①ｼﾞｪﾈﾘｯｸへの使用促進
・差額通知の発送
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸシールの保険証
への貼付
・ｾﾙﾌﾒﾃﾞｨｹｰｼｮﾝや法改正
情報発信

①ｼﾞｪﾈﾘｯｸへの使用促進
・差額通知の発送
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸシールの保険証
への貼付
・ｾﾙﾌﾒﾃﾞｨｹｰｼｮﾝや法改正
情報発信

<目的>
医療費削減
<概要>
服薬者を対象に後発医薬品切替による自己
負担削減効果を通知として案内、また市販
薬を活用するための情報提供
アウトプット指標は利用促進通知および情
報提供回数、保険証へのシール貼付率。ア
ウトカム指標は後発医薬品の数量シェア。

・ｼﾞｪﾈﾘｯｸ使用割合は年々微増では
あるが、平成32年80％目標に向け
て更なる啓発が必要

-

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

4



- - - - - -

体
育
奨
励

5 既
存

健康づくり企
画（全社） 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ２ ア,エ,キ,ク

,ケ,シ - ア,イ,カ,コ -

①健康リテラシーの高い
社員・家族を増やすこと
を目的に事業主と健保が
協働にて健康企画を立案
。立案するにあたっては
職場環境・職種等を考慮
しつつ、だれもが参加で
きる手法を取り入れる
・ｳｫｰｷﾝｸﾞﾁｬﾚﾝｼﾞ・減量ｷ
ｬﾝﾍﾟｰﾝ
・個別健康目標の設定
・社内技術を活用したｲﾍﾞ
ﾝﾄ企画提案
②地域・自治体との連携
した健康推進

①健康リテラシーの高い
社員・家族を増やすこと
を目的に事業主と健保が
協働にて健康企画を立案
。立案するにあたっては
職場環境・職種等を考慮
しつつ、だれもが参加で
きる手法を取り入れる
・ｳｫｰｷﾝｸﾞﾁｬﾚﾝｼﾞ・減量ｷ
ｬﾝﾍﾟｰﾝ
・個別健康目標の設定
・社内技術を活用したｲﾍﾞ
ﾝﾄ企画提案
②地域・自治体との連携
した健康推進

①健康リテラシーの高い
社員の増やすことを目的
に事業主と健保が協働に
て健康企画を立案。立案
するにあたっては職場環
境・職種等を考慮しつつ
、だれもが参加できる手
法を取り入れる
・ｳｫｰｷﾝｸﾞﾁｬﾚﾝｼﾞ・減量ｷ
ｬﾝﾍﾟｰﾝ
・個別健康目標の設定
・社内技術を活用したｲﾍﾞ
ﾝﾄ企画提案
②地域・自治体との連携
した健康推進

①健康リテラシーの高い
社員・家族を増やすこと
を目的に事業主と健保が
協働にて健康企画を立案
。立案するにあたっては
職場環境・職種等を考慮
しつつ、だれもが参加で
きる手法を取り入れる
・ｳｫｰｷﾝｸﾞﾁｬﾚﾝｼﾞ・減量ｷ
ｬﾝﾍﾟｰﾝ
・個別健康目標の設定
・社内技術を活用したｲﾍﾞ
ﾝﾄ企画提案
②地域・自治体との連携
した健康推進

①健康リテラシーの高い
社員の増やすことを目的
に事業主と健保が協働に
て健康企画を立案。立案
するにあたっては職場環
境・職種等を考慮しつつ
、だれもが参加できる手
法を取り入れる
・ｳｫｰｷﾝｸﾞﾁｬﾚﾝｼﾞ・減量ｷ
ｬﾝﾍﾟｰﾝ
・個別健康目標の設定
・社内技術を活用したｲﾍﾞ
ﾝﾄ企画提案
②地域・自治体との連携
した健康推進

①健康リテラシーの高い
社員の増やすことを目的
に事業主と健保が協働に
て健康企画を立案。立案
するにあたっては職場環
境・職種等を考慮しつつ
、だれもが参加できる手
法を取り入れる
・ｳｫｰｷﾝｸﾞﾁｬﾚﾝｼﾞ・減量ｷ
ｬﾝﾍﾟｰﾝ
・個別健康目標の設定
・社内技術を活用したｲﾍﾞ
ﾝﾄ企画提案
②地域・自治体との連携
した健康推進

＜目的＞
社員と家族の健康維持増進
＜概要＞
・全社共通の健康課題に合わせた健康づく
り事業を計画・実施。
生活習慣病予防の要として肥満者減少を目
指すため、アウトプット指標はイベントの
達成率、アウトカム指標は被保険者のBMI2
5以上率。

職種や拠点、働く環境が多様化す
る中、自らの率先して健康づくり
参加できる環境づくりを強化する

-
- - - - - -

5,8 既
存

健康づくり（
運動・栄養・
教育）∕イン
センティブ事
業

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶
養者,任
意継続

者
３ ア,イ,オ,キ

,ク,ケ,シ - ア,イ,コ,サ -

①各事業場より年1回健康
づくり計画の提出
②計画にあたっては、健
診結果や前年健康づくり
実施結果を振り返り立案
する
③当年実施結果、優良事
業場（優良活動）は事例
の共有紹介を行う
④個人にはイベント参加
や健診結果に応じて健康
マイル（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾎﾟｲﾝﾄ
）を付与

①各事業場より年1回健康
づくり計画の提出
②計画にあたっては、健
診結果や前年健康づくり
実施結果を振り返り立案
する
③当年実施結果、優良事
業場（優良活動）は事例
の共有紹介を行う
④個人にはイベント参加
や健診結果に応じて健康
マイル（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾎﾟｲﾝﾄ
）を付与

①各事業場より年1回健康
づくり計画の提出
②計画にあたっては、健
診結果や前年健康づくり
実施結果を振り返り立案
する
③当年実施結果、優良事
業場（優良活動）は事例
の共有紹介を行う
④個人にはイベント参加
や健診結果に応じて健康
マイル（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾎﾟｲﾝﾄ
）を付与

①各事業場より年1回健康
づくり計画の提出
②計画にあたっては、健
診結果や前年健康づくり
実施結果を振り返り立案
する
③当年実施結果、優良事
業場（優良活動）は事例
の共有紹介を行う
④個人にはイベント参加
や健診結果に応じて健康
マイル（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾎﾟｲﾝﾄ
）を付与

①各事業場より年1回健康
づくり計画の提出
②計画にあたっては、健
診結果や前年健康づくり
実施結果を振り返り立案
する
③当年実施結果、優良事
業場（優良活動）は事例
の共有紹介を行う
④個人にはイベント参加
や健診結果に応じて健康
マイル（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾎﾟｲﾝﾄ
）を付与

①各事業場より年1回健康
づくり計画の提出
②計画にあたっては、健
診結果や前年健康づくり
実施結果を振り返り立案
する
③当年実施結果、優良事
業場（優良活動）は事例
の共有紹介を行う
④個人にはイベント参加
や健診結果に応じて健康
マイル（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾎﾟｲﾝﾄ
）を付与

<目的>
社員と家族の健康維持増進
<概要>
・全社および各事業場の健康課題に合わせ
た健康づくり事業を計画・実施
・健康結果および活動に応じたインセンテ
ィブポイントの付与
アウトプット指標は健康づくり実施率、ア
ウトカム指標は翌年等の健診・問診データ
等の改善率

現場主義の健康づくりをめざし、
各拠点の健康課題にあったイベン
トを実施しているが、健保にて活
動情報をより有効に活用する必要
がある
・社員食堂内にてｽﾏｰﾄ和食の提供
や食事ｾﾐﾅｰ等を開催することで食
育に関する高まりは増えつつある
が、平成28年度の問診結果では、
年代別により食事習慣や運動習慣
の状況が異なり、男性の30歳代か
ら55歳以上は運動しない率が高く
、女性の運動習慣や寝る前の間食
等に課題がある

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 令和元年度令和元年度 令和2年度令和2年度 令和3年度令和3年度 令和4年度令和4年度 令和5年度令和5年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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